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〔翻　訳〕

国際レベルでの競争当局間の協力（第１章後半）

ブルーノ・ザネッティン 
植　村　吉　輝（訳）

　本稿は，Dr. Bruno Zanettin, “Cooperation Between Antitrust Agencies at the International Level” （Hart 
Publishing, 2002, ISBN: 1-84113-351-5）の翻訳であり，第１章の後半部分に相当する（第１章の前半部
分の翻訳については，阪南論集42巻２号129ページ参照）。
　第１章の後半部分は，国際的な競争法事例において一国の競争法を単独に域外適用しようとする場合
に生じる執行上の問題についての言及が中心となっている。

Ⅰ． 国際的な競争制限行為に対する国家レベルでの取り組み： 
必要であるが不十分な措置

＜承前＞
２．国際的な競争法事例での国内法の単独適用に対する実際上の制限

　国際的に競争法を適用する国際的な競争当局だけを単独に取り扱う方法は，外国の競争当局との発展
した協力の枠組みから外れるものであり，いくつかの要因により妨げられる可能性がある。第一に，国
内法の域外適用は従来，何度も衝突の原因となり，外国からの反論を引き起こしてきた。第二に，国際
的な競争法事例に対して改善措置を採ろうとする競争当局は，管轄権の限界により，自国法の国外での
執行が国内の場合と比べて，はるかに難しいことに頻繁に直面してきた。

2.1　衝突の原因としての域外適用：色褪せつつある問題か？
　国際的な競争法事例において国内の反トラスト法を利用する際に最も目につく，そして時には目を見
張るような障害は，諸外国の間から生じる反対である。いくつかの要因により，国際的な紛争にまで悪
化する事例もあることを説明することができる。これらの要因の変化を観察することにより，そのよう
な政治的な緊張状態が生じる可能性が過去と比べて低い理由，あるいは，少なくともその性質が時を経
て変化している理由を理解することができる。

2.1.1　政策や利益の衝突の性質の変化
　英国のような国が域外適用の考え方や効果理論に対して反対した時代は過ぎ去った。今日では，拡張
された域外適用だけが主権の重大な侵害として認識され，それ自体が，摩擦の原因となる可能性があ
る。しかし，効果理論がこのように幅広い形で認識されない場合には，その利用によって国際的な緊張
状態を創り出すことはない。例えば，アルコア事件は，外国からいかなる不都合な反応をも招くもので
はなく，実際には，外国で好意的に受け止められたのである142）。
　効果理論の主要な問題は，この考え方に基づき管轄権を主張すると，必然的に２以上の国が同じ行為
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に対して管轄権を有することである。そして，ウィルバーフォース判事（Lord Wilberforce）の有名な
言葉のように，「反トラストの問題においては，一国の政策が，別の国が攻撃する政策を防御する可能
性がある。」143）。これが政策や利益の衝突につながっていくのである。

ａ）異なる政策間での伝統的な衝突は生じにくい
　過去50年の経済の歴史において，一国の反トラスト政策と別の国の異なる経済政策が衝突した例に事
欠くことはない。
　競争政策は，時に外国の貿易政策と衝突した。とりわけ，外国の貿易政策が輸出カルテルの形成を奨
励している場合には，そうであった。例えば，Swiss Watchmakers事件144）では，米国の競争当局は，
スイスの時計製造業者らに対して提訴した。このスイスの時計製造業者らは，代替部品を国外へ輸出し
ない旨を合意し，それにより海外での競合する時計の製造を妨げたのである。しかしながら，米国の真
の関心は，スイス政府の政策との直接的な衝突にあった。スイス政府は，協定の実施を監視し，当該協
定が「輸出による歳入を最大化しようとするスイスの経済政策の重要な要素である」ことを認めた145）。
反トラスト法の執行は，部門政策あるいは産業政策とも衝突する可能性がある。パテント・プールの事
件がこの範疇に入る。1950年代，カナダ政府は国内産業，とりわけ耐久消費財の分野を発展させる政策
を開始した。この分野は，カナダが外国からの輸入に頼りすぎていた分野であった。カナダ政府は特
に，GEやウェスティングハウス，あるいはヘイゼルティンのようなカナダ国内に子会社を有する外国
の大企業に，カナダ市場向けに国内で生産することを奨励した。その代わりに，これらの企業はパテン
トや技術をプールすることを許容された。このプールは，当然のことながら競争を制限する効果を有し
ていた。競争制限効果を有するにもかかわらず，カナダ政府は「カナダ市場の需要サイドを犠牲にし供
給サイドを確立する」ことを自覚して，この政策を選択したのである146）。米国企業であるゼニス社は，
カナダ市場での販売を望んだが，カナダ国内で生産するつもりはなかった。カナダ政府の承認のもと，
プールの参加者はゼニス社のプールへの参加を拒絶し，ゼニス社製品の輸入を阻止するよう共謀した。
米国司法省とゼニス社は，米国政府と裁判所により問題とされた行為を公然と主導し奨励したカナダ政
府の抗議にもかかわらず，プールの参加者を訴追することに成功した147）。
　反トラスト政策と外国の規制政策との衝突も，ハートフォード火災保険事件148)で示されたように，
同様に生じ得ることである。この事件では，ロンドンの再保険会社が，自分たちにとってリスクの大き
い一定のタイプの保険契約の利用を制限するため，米国の保険会社と共謀したとして訴追されたとき，
英国政府は自国の企業を支援するために法廷の友の意見を提出した。この意見では，とりわけ次の点が
説明された。つまり，ロンドンに拠点を置く再保険会社に対して，米国反トラスト法に基づきパラレル
に責任を負わせることは，英国の「長年にわたる洗練された保険規制」の効力を害し，英国の「国内保
険と再保険の市場の安定性，信頼性に関する正当な利益」に悪影響を与える，ということであった149）。
　いくつかの事例においては，外国政府の関与が不透明であったため，政策の衝突は，さらに悪化し
た。かの悪名高きウラニウム反トラスト訴訟150）は，そのような状況を余すところなく説明する。米国
のウラニウム輸入禁止がもたらした困難な状況を克服するため，カナダ，英国，オーストラリア，そし
てフランスを含むこの産業に利害を有する諸国は，自国企業がウラニウムの世界市場において協力し，
この市場を管理するよう奨励したのである。ウェスティングハウス社は，価格の上昇をもたらしたこの
国際カルテルに対して，反トラスト訴訟を提起した。これら外国政府は，カルテル活動にどの程度関与
したのかを決して開示しなかったため，米国の裁判所は，外国の強制による国家行為理論に基づく被告
の主張を受け入れることを拒絶した。これにより，紛争は悪化した。もしこれら政府の関わりが当初か
ら公にされていたならば，この事件の展開は，全く異なったものとなったであろう。
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　いずれにせよ，今日では，このタイプの衝突が起こる可能性は，単純に一つの理由により，非常に低
くなっている。なぜならば，益々多くの国が反トラスト法を成立させ，あるいは既に存在する反トラス
ト法をより積極的に実施しているからである。この傾向は，少なくとも先進国においては，政府による
市場機能への関与を少なくする民営化や規制緩和の過程において現れる。オーストラリアは，これを説
明する好例である。オーストラリア政府は，2000年までに競争を制限する現存のすべての立法を見直し，
必要な場合には，改革を行うよう命じた151）。これにより，第一に，一つの国の経済政策と，別の国の反
トラスト執行との間で生じる直接的な衝突の可能性が減少した。今日，オーストラリアあるいはカナダ
が，かつてのウラニウム事件やパテント・プール事件のように，水平的なカルテルを奨励することはま
ずないであろう。第二に，諸政府が益々反トラスト政策の価値を認めるようなり，外国の域外的な執行
政策が，自国に影響を及ぼす場合であっても，これを理解し，受け入れるようになった。1983年のフィ
リップモリス・ロスマンズ事件と1997年のゲンソー・ローンロ事件における南アフリカ政府の反応を比
較すると，このことがよく理解できる。前者では，南アフリカ政府は，米国に拠点を置くフィリップモ
リスと南アフリカに拠点を置くロスマンズとの合併を阻止する連邦カルテル庁の決定について，ドイツ
政府に対して正式に異議を申し立てた152）。とりわけ，南アフリカ政府は，連邦カルテル庁の決定は，
「自国民が在外資産を扱うに際して有する，他から制限を受けない権利を南アフリカ共和国が保護する
利益」を侵害する，と主張した153）。しかしながら，欧州委員会がゲンソーとローンロのプラチナ部門
の合併を禁止する決定を行ったとき，南アフリカ政府は，ECの管轄権について異議を唱えず，単に，
欧州委員会が当該取引を完全に禁止した場合に，特定の共謀について介入する旨の意向を表明したに過
ぎない154）。南アフリカの経済にとって鉱業はタバコ産業よりも疑いもなく重要であることを考えると，
両事件における南アフリカ政府の対照的な対応は，印象的である。従来と比べ衝突が起こりにくくなっ
ているとすれば，衝突の性質そのものもまた変化しているからであろう。

ｂ）衝突のより微妙な形？
　競争政策を実施する国が益々増加する状況においては，経済政策の違いよりも，競争法の執行レベル
の違いから，より多くの衝突が生じる可能性がある。
　このような状況は，ある国がその競争法を過度に執行するとして非難される場合，例えば，外国企業
に関連市場における競争を回復するのに必要な範囲を超えて改善措置を命じる場合，に生じる可能性が
ある。このような場合，自国企業が関わっている国は，他国の競争当局が反トラスト法を適用している
こと，あるいは，当該他国が管轄権を有するか否かを問題としているのではない。むしろ，反トラスト
法が適用される方法に反対し，その判断の真の動機を問題としている。IBMとボーイング・マクダネ
ルダグラスの２つの事例がこのような状況を説明する。IBM事件155）では，欧州委員会は，IBMは自社
製コンピュータのメインフレームと互換性のある周辺機器の製造が可能となる技術情報を他の製造業者
に提供することを拒むことにより，自らの市場支配的地位を濫用したと結論付けた。改善措置として，
欧州委員会は，競争者が IBM製品と互換性のある周辺機器の製造ができるように，IBMに対して，製
品のインターフェイス情報を事前に開示するよう要求した。当時の反トラスト局長，ウィリアム・バク
スター（William Baxter）は，この決定に対して，競争についての誤った認識に依拠するものであり，
また，提示された改善措置は過度な内容で，IBMのインターネット・プロトコルに関する秘密の押収
を必然的に伴うものである，という理由で強く反対した。さらに，IBMの役員と米国の高官は，欧州
委員会の決定は，実際には，米国の「スター」企業を攻撃するものであるとの疑念を抱いた156）。ボー
イング・マグダネルダグラス事件157）は，多くの点で IBM事件と非常に類似している。すなわち，米国
競争当局は，これら２つの米国企業間の合併を禁止すると明言した欧州委員会に対して強く反対した。
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FTCが当該合併は反競争的でないと結論付けて以降，米国政府は，欧州委員会の目的はヨーロッパ・
チャンピオンのエアバスを主要な競争者との激化する競争から保護するものである，との疑念を抱くよ
うになったのである158）。
　競争法の過度の執行が紛争の原因であるならば，抑制的な執行もまたそうである。ある国が競争法を
有している場合，取引相手国は，当該国が競争法を適用し，商業上の利益に影響を及ぼす反競争的行為
に対して改善措置を採ることを期待できる。これは，とりわけ市場アクセス事例において当てはまる。
日米間の貿易紛争に発展したコダック・富士事件159）は，反トラスト法の抑制的な執行が問題とされた
典型例と見ることができる。コダックは，排他条件付取引，グループ・ボイコット，取引拒絶，排他的
なリベートと割引により，日本の写真フィルム及び写真用紙の市場を閉鎖したとして，富士フィルムを
訴追した。さらに，コダックは，日本の公正取引委員会がこれらの行為に対して改善措置を採らなかっ
たばかりか，間接的にこれらの行為を支援したと主張した160）。ボーイング・マグダネルダグラス事件
も，ヨーロッパ側からの視点で見ると，競争法を執行しない例と見ることができる。すなわち，ヨーロ
ッパの高官の中には，米国の当局が，潜在的な反競争的効果があるにもかかわらず統合を許容すること
で，米国のチャンピオン企業を補強しようとしたのではないかとの疑念を抱いた者もいた。
　（問題があるとして申し立てられた）競争法の抑制的あるいは過度の執行が，通商政策あるいは産業
政策を動機とすることは確かである。反トラスト法の執行レベルが異なることにより発生する伝統的な
紛争や衝突との主要な違いは，伝統的な紛争や衝突は，当初から競争当局を巻き込んでいるという点に
ある。その結果，競争当局間の協力の発展は，このような伝統的な紛争や衝突の解決に大きな影響を与
えることになる。

2.1.2　残された衝突の原因：反トラスト法執行の性質の相違
　時折，諸国は，外国競争法の域外適用の原則に対してではなく，外国競争法が自国の企業あるいは個
人に執行される方法に対して反対する。当然のことながら，その議論では，米国の執行実務，そして，
とりわけ次の２つの側面に焦点が当たる。すなわち，制裁の性格と米国の私訴に特有の状況である。

ａ）　制裁の性格
　歴史的に，DOJによる手続の刑事的性格が国際的レベルにおいて論争の原因であった。いくつかの
国は，米国外で発生し，行為が行われた国においては犯罪行為とされなかったり，あるいは，適法でさ
えあるかもしれない行為に対して制裁を強要することは，適当でないと考えてきた。しかし，懸念の主
な原因は，おそらく，刑事事件において DOJによって科される可能性のある制裁のレベルに関わるも
のである。とりわけ，罰金は，たとえ外国企業に対するものであっても，非常に厳しいものとなり得
る。実際，米国反トラスト法執行の歴史における２大罰金は，２つの外国企業に対して科された。すな
わち，ビタミン分野の国際カルテルに参加したとして，ドイツ企業 BASFは，２億2500万ドル，スイス
企業ホフマン・ロシュは，５億ドルの罰金を支払わなければならなかった161）。外国の個人もまた，米
国反トラスト法事件においては刑事制裁の対象となる可能性があり，米国当局は，もはや外国の実業家
を刑事訴追するのに躊躇しない。1996年には，二人のカナダ人が，プラスティック食器類のカルテルに
おいて果たした役割から，有罪の答弁に合意し，反トラスト事件で米国の刑務所に服役した最初の外国
人となった。ビタミン事件においては，訴追された13人の被告人のうち６人がドイツ及びスイス出身の
外国人であり，彼らは反トラスト法違反で米国の刑務所に服役した最初のヨーロッパ人となった。この
うちの１人は，個人に対する罰金としては最高記録となる1000万ドルを支払わなければならなかっ
た162）。
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　明らかにこの政策は，外国の実業家や外国企業に懸念を生じさせる。しかし，これらの制裁が，重要
な自国企業の経済的地位に影響を及ぼすと考えるならば，外国政府もまた，これに反対する可能性があ
る。

ｂ）　私訴
　国際的レベルでの衝突の原因となり得る米国反トラスト法執行のもう一つの特徴は，私訴制度であ
る。私訴は，米国反トラスト法の適用の基盤であり，すべての米国反トラスト法事件の90％以上を占め
る（もっとも，この割合は国際事件においてはかなり低くなる。）。本研究は，競争当局間の協力，した
がって，政府による執行に関するものであるため，私訴は本研究の対象範囲外である。それにもかかわ
らず，競争法分野において域外適用がもたらす様々な問題を述べる際には，少なくとも次の２つの理由
から，私訴について言及することが必要となる。第一に，私訴及びこれが外国で引き起こす反発は，米
国の域外執行への理解全体に対して大きな影響をもたらす。第二に，私訴と政府訴訟は，非常に密接に
関係しており，政府訴訟に続いて私訴が提訴されることは珍しくはない。実際，私訴における原告は，
一般的に，DOJや FTCが発見した違法な行為による損害を回復することを望み，そして，その目的の
ために，先行の政府訴訟の結論を証拠として利用することもある163）。その反対もある。すなわち，ウ
ラニウム事件では，ウェスティングハウス社によって提訴された最初の訴訟に続いて，DOJは，申し
立てられた国際的なウラニウムのカルテル行為に対して，刑事の調査を開始したのである。
　外国諸国は，いくつかの理由で私訴に反対するかもしれない。第一に，私訴においては，主権や利害
への正当な配慮が十分になされない。その理由は，「社会の利益を考慮することに関して，公的機関が
有する法律を執行する際の通常の裁量が，私訴による利益を得るために被告を訴追するという原告側の
動機にとって代わられ，それゆえ，公益性についての国際的な考慮が排除される。」164）からである。さ
らに，私訴における原告は，三倍額賠償を認められる可能性がある。実際に受けた損害をはるかに超え
る三倍額賠償は，米国の執行システムを他と区別する特徴であるが，時折，いくつかの国165）によって，
国際取引に携わる外国企業をとりわけ厳しい金銭的リスクにさらす制裁である，と考えられた166）。米国の
私訴に関する最後の論点は，その手続の性質，とりわけ，私訴における審理前の調査制度に係わるもの
である。外国からの批判は，私人である当事者が有する非常に広範な調査権限に焦点があてられてい
る。このような調査権限により，当事者は，裁判の係争事項に関連するいかなる事項の情報も入手する
ことが可能となる167）。そして，このことが，真の「証拠漁り」を形作ることにもなる。審理前に他方
当事者の証拠や証人にアクセスすることがほとんど認められていない他の多くの法システムにとって
は，これは，完全に異質なものである168）。さらに，米国の審理前の調査は，司法によるコントロール
が非常に制限された中で行われる。すなわち，裁判官は，主として当事者の一方が他方により求められ
た文書や証言の提供を拒否した場合に主として介入する。これもまた，開示手続において，当事者によ
ってなされたいかなる措置も裁判官によって認められなければならない大陸法諸国とは大きく異なる。
これらの調査権限は，「証拠漁り」の濫用となる可能性があり，外国の被告にとって多大の出費となり，
また，訴訟当事者のプライバシー権の侵害であると受け止められている169）。
　結論としては，米国の主要な取引相手が有する米国反トラスト法執行の性格に関する懸念は，現在は
以前ほど声高に表明されなくなったと言わねばならない。DOJの反カルテル政策とそれに伴う重い罰
金について語った際，元反トラスト局長ジョエル・クライン（Joel Klein）は，「稀な例外を除いて，反
トラスト法の執行者が調査する外国の事柄を公平に取り扱う限り，外国政府は，もはや弁明の余地のな
いものを弁護しようとさえしない。」170）と述べた。最終的に自国の競争法を強力に適用しようとする時，
実際上は，外国諸国は，米国の執行に関して自分たちの懸念を表明することは困難であると理解してい
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るのかもしれない。他の競争当局が米国と同程度の厳しい制裁を行い始めてからは，このことは特にあ
てはまる171）。しかしながら，これらの点は，米国競争当局との間でなされる協力の方法，とりわけ，
情報の共有という事柄に関しては，否定的な影響を与える可能性もあることに留意する必要がある172）。

2.2　現実的な問題：国際的な競争法事件において国内法を執行することの困難さ
　開示手続の利用や競争当局及び裁判所の執行権限は，国際的な競争法事件においては，純粋な国内法
事件と比べて，かなり制限されることが証明されてきた。
　このことは，国家の執行管轄権に対して国際法が課す厳格な制限を考慮すると意外なことではない。
常設国際司法裁判所は，「国際法が国家に課す第一のそして最も重要な制限は，許容するルールがない
限り，他国の領域内においては，自国のいかなる形態の権力も行使してはならない。」と明確に述べて
いる173）。このことは，規律管轄権と異なり，執行管轄権の基本は，厳格に属地的なものであることを
意味している。
　この常設国際司法裁判所の判示は，執行に関する問題，「国家権力の行使」の問題を提起した。著述
家は多くの場合，「強制的な拘束の行使」と「強制的でない拘束の行使」を区別し，このことが法的な
制裁にとって脅威となると述べる174）。前者は，逮捕，調査，証人尋問，その他国家の役人の外国での
物理的な存在を必要とするいかなるタイプの執行措置も含むものであるが，国家権力の域外的な行使で
あると考えられており，その結果，国際法のもとで明確に禁止されている175）。強制的でない拘束の場
合は，答えはあまり明確ではない。F. A. Mannのような著者は，制裁の脅威は，外国事業者に外国での
行為を止めるよう強制することにより域外的な効果を生み出すと主張する。その結果，外国で従わなけ
ればならない命令を出すことによって，自国法を国家が執行することは禁止されるのである176）。この
非常に制限的な考え方は，大多数の支持を得るには至っていない。例えば，マイラス法務官は，執行措
置は，強制的な効果を有しない限り，たとえ，域外的な効果を有する場合であっても，国際法に矛盾し
ないと考えている。結局，彼の見解は以下のようになる。

　金銭的な制裁を課すことは，その目的が，競争を妨げる行為を抑圧し，そのような行為が継続した
り，再発することを防止することにあるのであるが，これは，制裁を受ける事業者が支払を拒絶した場
合に強制的に執行される罰金による回復とは区別されるべきである。また，罰金を科すことと，例え
ば，一定期間の支払いの制裁を背景に一定の書類の提供を求める決定に起因する真の差止命令とを区別
する必要もある177）。

　この文脈において，国際的な競争法事件における執行ツールの利用に対する制限は，二種類ある。第
一は，上述の国際法原則や他国の主権への配慮に基づく国内立法あるいは判例による制限である。第二
は，関係する外国による当該外国に影響を及ぼす決定の執行制限である。

2.2.1　調査及び執行措置に対する国内的制限
　調査や執行措置に対する国内的制限の程度は，国の法システムによって異なる。他国と比べ国際法の
原則に，より注意を払いこれを重んじる国もある。このような差異は，米国，欧州連合，そしてドイツ
の比較によって説明される。ドイツの例は，有益である。なぜなら，ドイツの例は，比較的小さな国家
が，自国の競争法を国際的事件に対して執行しようとする際に直面する問題の代表例と考えられるから
である。
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ａ）　情報の開示
　任意ベースの情報要求は，国際法の問題を生じさせるものではない。しかし，正式な文書提出の要求
が送達される場合は，事情が異なる。
　米国，欧州，そしてドイツの当局は，それぞれ大きな情報開示の権限を有しているが，その利用は，
国際的な調査においては，非常に制限を受けることになる
　ドイツカルテル庁の正式な情報要求権限は，特に制限を受ける。ドイツ当局は，憲法上国内法に優越
する国際法の制限の範囲内で文書を要求することができるに過ぎない178）。結果として，ドイツ当局は，
最初に関係国政府の承認と援助を得ることなしには，外国への正式な送達を必要とする決定や行為を送
付する権限を付与されない。実際，ドイツ当局は，現在まで，外国に所在する情報の提出を命じる正式
な決定を一度も送付していない179）。同様に，ドイツ当局は，ドイツでの調査において，関係事業者の
外国事務所にある文書を調査・検査したり，関係人や証人から事情を聴取することもできない。このこ
とが，外国の事前の同意に厳格に依拠するドイツカルテル庁の代理人の出現を必要とするのである。繰
り返すが，現在まで，ドイツカルテル庁はこのような調査を外国で実行しようとしたこともなければ，
外国の関係当局に調査の許可を求めたこともないようである180）。
　欧州当局及び米国当局の情報開示の権限は，ドイツ当局のものほど制限を受けていない。欧州委員会
は，1962年理事会規則17号の11条１項に基づき，情報が外国に存在する場合，一定の条件の下で，正式
な情報提供の要求を行うことができ，また，実際に行う181）。実際，経済単位理論を適用する場合，子
会社と親会社は同一グループとみなされ，欧州委員会は，そのグループが管理する情報を，それがどこ
に存在していようが，提出するよう求める権限を有する。結果として，欧州委員会は，情報が域外の子
会社によって保有されている場合，域内で設立された会社に対して情報要求を送付することが可能であ
る。また，欧州委員会は，域内に子会社を有する外国の親会社に対して，情報を提供するよう求めるこ
とができる。そのような場合，正式な情報提供の要求は，欧州の子会社に対して送付されるであろう。
すなわち，欧州委員会はそのような要求を外国に送付してきたわけではない182）。欧州裁判所は，ユナ
イテッド・ブランド事件において，域外に存在する文書に対するこのような調査権限の拡張について，
適法であると確認した。すなわち，欧州裁判所は，情報は明らかに域外の米国会社によって保持されて
いたにも拘わらず，欧州委員会には，ユナイテッド・ブランドに対して，その製造コストの構成要素に
関する情報183）を提出するよう求める権限があることを確認したのである184）。情報提供の要求は，事件
に関与していたユナイテッド・ブランドの欧州子会社に対して行われた。実際，これは，欧州裁判所が
もともと規律管轄権の根拠として単一経済単位理論に賛同した理由の一つかもしれない。すなわち，効
果理論よりも，この理論に依拠することで，欧州に子会社を持つ外国企業が関わる調査だけが実施さ
れ，その結果，情報の取得に関する問題が限定されることになるのである。
　しかしながら，事業者が域内にまったく物理的に存在していない場合，欧州委員会は理事会規則11条
に基づくレターを発することはできない。このような場合，欧州委員会は，理事会規則11条に関係な
く，普通，情報提供を求める非公式のレターを送付する。また，欧州委員会は，理事会規則11条に基づ
き情報提供を求めることもできるが，通常，この要求に応じなかったり，虚偽，不完全，あるいはミス
リードするような情報を提供した場合に適用される罰則については言及しない185）。
　さらに，ドイツカルテル庁と同様，欧州委員会は，域外の証人から事情を聴取したり，域外にある事
務所を調査することはできない。これらは，欧州委員会の役人が，域外に物理的に駐留することを必要
とするものであり，国際法に反するものである。これらの理由により，欧州委員会が域外に存在する重
要な文書を探し出すのはかなり難しいように思われる186）。
　米国当局もまた，文書や証言が求められる人物について対人管轄権を有する限り，外国にある情報を
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正式に要求する権限を有している。行政調査に関する限り，DOJ反トラスト局は，民事調査請求を発
することにより情報を要求することができる187）。米国法は，民事調査請求が，「米国の裁判所の管轄外
に所在するいかなる者に対しても，連邦民事訴訟規則が外国への送達について規定しているのと同様
に，送達される188）。」ことを明確にしている。DOJは，関係する外国政府に通知した上で，この規定を
利用する。それにもかかわらず，過去において反論にあってきたため，DOJは任意ベースでの情報要
求を好むようである189）。FTCもまた，域外的性格を持つ調査権限を有している。FTCは，証人や文書
を管理する者が米国内に住んでいようが，米国外に住んでいようが，情報や証言を要求する令状を発す
ることができる190）。それにもかかわらず，令状は米国内で送達されなければならず，外国へは送付す
ることができない191）。FTCが外国にある情報を得るために令状を利用するのは稀であり，DOJと同様
に，関係政府に対して通知した後に任意ベースの要求を利用することを好む192）。しかしながら，FTC
と DOJの双方とも，情報が外国子会社の管理下にある場合には，その米国親会社に対して，あるいは，
情報が外国親会社の管理下にある場合には，その米国子会社に対して，強制的な情報要求を行うことに
は躊躇しない193）。
　裁判官もまた，外国にある文書を見つけ出す権限を有する。DOJによって提訴された反トラスト法
刑事事件において，裁判所は文書提出の令状を発することができ，FTCと同様に，これを米国内で送
達しなければならない194）。さらに，令状は米国外に所在する外国籍の第三者の証人から情報を得るた
めに利用することはできない195）。
　要するに，国際的な調査において，他国の当局と比べて非常に広範な強制的情報開示の権限を有する
米国当局でさえ，この権限の利用には極めて慎重であり，任意ベースで提供を求める非公式な要請に頼
ることを選好する。この方法には，国際法の問題を引き起こさないという長所があるが，その限界は明
白である。すなわち，事業者は，とりわけ刑事調査において，要求された文書の提出を常に拒否できる
のである。
　結果として，米国当局でさえ，いくつかの事件において起訴するのに必要な証拠を得ることができな
かったと認めなければならず196），また，それが理由で少なくとも一つの事件において敗訴した。すな
わち，GE・デビアス事件197）において，DOJは，GE社及びデビアスのスイス系列会社を工業用ダイヤ
モンドの価格を引き上げる共謀を行ったとして提訴したが，多くの行為が欧州において行われていた。
結論として，連邦地裁は，多くの証拠になり得るものが米国外に存在すると述べ，無罪判決を下さなけ
ればならなかった198）。

ｂ）　通知と送達
　決定の通知あるいは送達は，国際法の下では国家権力の行使であると考えられ，それゆえ，国家の領
域内に制限されるべきであると考えられている。
　この厳格な見解は，正式な送達を必要とする行為は，関係国の事前の承認なしには外国に送付され得
ない，という見解を採用するドイツ当局によって共有されている。唯一の他に採り得る方法は，ドイツ
競争制限禁止法36条に基づく199），外国会社によって受領権限を与えられた者を通じての送達であり，
この場合，当該人物には当該外国会社からの包括的な委任状が存在することが必要である。実際には，
ドイツカルテル庁がこの方法によって情報を得ようと試みたとき，当該人物には事実上ドイツカルテル
庁からの要求を受け取る権限がなかったという問題に，ドイツカルテル庁は非常に頻繁に直面した200）。
それゆえ，外国事業者に対する通知は，ドイツ当局にとって真に重荷となっている。
　情報提供の要求の場合，欧州委員会や米国当局が外国に対して送達を行う可能性は，ドイツカルテル
庁の場合ほど制限的ではない。例えば，欧州委員会は，異議告知書や最終決定を関係する外国事業者の
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欧州子会社に対して通知することができる201）。これは，それほど複雑ではなく，ドイツ競争制限禁止
法36条よりも広い射程範囲を有することになる。米国当局及び裁判所も同様の権限を付与されてい
る202）。
　域内あるいは国内に子会社が存在しない場合，欧州委員会あるいは米国当局は，ただ単に域外あるい
は国外に決定を送付することができる。ガイギ事件203）において，欧州裁判所は，この手続は，たとえ
レターが送付される国（この事件ではスイス）の法に反するとしても，「名宛人が自らに向けられた異
議を受理したこと204）」が確認されている限り，合法であると判示した。同様に，米国においても，一
旦，法の適正手続が保障される，すなわち，名宛人が正当に「異議や起訴内容の告知を受け，聴聞の機
会を付与される205）。」ならば，通知はどこに送付されようが，合法である。

ｃ）制裁と改善措置の執行
　多くの点において，制裁と改善措置の執行がもたらす問題は，情報の開示がもたらす問題と非常に類
似している。
　コマーシャル・ソルベンツ事件206）において，欧州委員会は米国会社に対して域内で設立された会社
へ一定の商品の引渡しを命じることに躊躇しなかった。この決定は，外国事業者に域外で一定の行為を
行うことを義務付けるため，疑いもなく域外性のあるものであったが，それにもかかわらず，欧州裁判
所はこれを支持した。企業結合規制の展開もまた，多くの事例において，欧州委員会に域外性のある改
善措置を命じる機会を付与してきた。すなわち，最も良い例は，欧州委員会がボーイング社に排他的取
引契約を実施しないように要求したとき，あるいは，ゲンソーとローンロの南アフリカのプラチナ部門
が合併することを阻止したとき，である。
　しかしながら，何人かの著者が指摘するように，命令と強制との間には違いがある207）。彼らの見解
によれば，欧州委員会は，域外に効果を及ぼすことになったとしても，一定の改善措置を命じることが
できる。同様に，そしてマイラス法務官の意見によると，欧州委員会は外国事業者に対して課徴金を賦
課することができ，実際に賦課している。しかしながら，事業者が命令に従うこと，あるいは課徴金を
支払うことを拒絶する場合，欧州委員会は，単独には域外において課徴金を徴収したり，強制的な手段
で決定を執行することはできないであろう。そのような場合，欧州委員会に残された唯一の方法は，外
国の裁判所に支援を要請することである。また，外国事業者が域内に子会社を有している場合は，欧州
委員会は当該子会社から課徴金を徴収することができる。これは，とりわけボーイング・マグダネル事
件の際，問題となった。欧州委員会が合併の禁止を模索しているとき，もしボーイングが禁止命令を平
然と無視して合併を行った場合，どういったことが起こるであろうという問題が持ち上がった。この場
合，企業結合規則14条２項に基づき，理論上は欧州委員会はボーイングの売上げの10％までの罰金を課
すことができ，15条に基づき一日あたり10万ユーロまでの罰金を課すことができる。しかしながら，マ
イラス法務官の意見208）に従うならば，これら域外的管轄権と罰金は強制的な性格のものであり，それ
故，国際法に反することになる。いずれにせよ，ボーイングもマグダネルダグラスも域内に子会社を有
していなかったので，欧州委員会がどのように罰金を徴収したであろうかは明らかになっていない。何
人かの欧州の高官は，欧州委員会は欧州に届けられた新しいボーイング機材の押収を要求することがで
きると示唆したが209），このような命令の EC法上の根拠を見出すのは困難である210）。
　ドイツカルテル庁の見解によると，ドイツカルテル庁は，欧州委員会と同様に，改善措置や罰金の支
払を命じる権限を有するが，これらをドイツ国外で強制的な方法で実施することはできない211）。実際，
ドイツの裁判所は，ドイツカルテル庁が域外的に改善措置を要求する権限に対して非常に大きな制限を
課してきた。ドイツカルテル庁がドイツ国外に所在する多国籍企業２社の合併を阻止したフィリップモ
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リス・ロスマンズ事件において，ベルリン上級裁判所は，ドイツカルテル庁の命令をドイツ子会社の活
動に関する限り支持したが，親会社間の合併に関しては国際法に反するとして，合併の禁止命令を取り
消した212）。
　外国事業者に制裁や改善措置を課すに際して，米国の裁判所は特に勇敢である。例えば，外国事業者
が要求された文書を提出しなかったとき，裁判所は，法廷侮辱，訴訟却下，欠席裁判といった純粋な国
内事件において用いられるのと同じ制裁を適用した。同様に，最終的な判決において，裁判所は，外国
事業者に対して米国外に影響を及ぼす改善措置を課すことに躊躇しなかった。これが早くも1952年に
ICI事件213）において米国の裁判所が行ったことである。裁判所は，英国事業者である ICIに対して，一
定の英国特許を米国事業者に譲渡するよう命じた。これは，米国反トラスト法の域外適用に関する最初
の論争となった事件の一つでもある。同様に，被告が米国内に財産を有する場合，その財産は，押収さ
れる可能性がある214）。
　要するに，米国当局や欧州委員会は，ドイツ当局と比較して決定や命令を執行しやすい立場にある。
ドイツ法によるドイツカルテル庁に対する厳しい制限は，欧州及び米国当局が利用できる広範な執行手
段よりも，他の法システムにおける状況を表現していると考える者もいるかもしれない。
　さらに，国際的レベルでの効果的な執行政策は，競争法を適用する国家に対して各々の事業者がどの
ような立場にあるのかに非常に大きく左右される。任意であれ強制であれ，情報を入手すること，決定
を通知すること，改善措置を命じることは，外国事業者が法廷地内に資産や子会社を有する場合には，
容易になる。ここでもまた，米国と ECの競争当局は，他国の競争当局よりも大きな利点を有する。す
なわち，実際上の問題として，外国事業者は，米国や欧州連合のような大きな市場に子会社，あるいは
製造工場等を有する可能性が高いからである。
　このような考察はまた，米国の競争当局にとって「脚注159」事例において反トラスト法を利用する
のが難しいことの理由を説明することになる。すなわち，定義により，その活動が米国の消費者に影響
を及ぼす外国事業者は，米国と取引をしており，それゆえ，自国市場を米国の輸出業者に対して閉鎖す
ることにより米国法に反する行為を行う外国事業者よりも，資産，代理人，子会社を有する可能性が高
い。従って，脚注159の場合には，単なる対人管轄権の主張でさえ，非常に難しくなる可能性がある。
結果的に，米国の高官から以下のような発言が出てきても驚くことはない。

　水平的なボイコット，あるいは，経済の全部門に係わる排他的な垂直的協定によって米国の輸出を制
限する違反が生じていると信じる十分な理由がある状況において，競争当局は，効果的な措置を採るこ
とができなかった。その理由は，証拠を入手することが不可能でないにしても，非常に困難であったか
らである215）。

　さらに，外国事業者が反トラスト法の域外適用の執行に抵抗する可能性は，その属する国家や国内法
によって奨励され，支持されている場合には，より大きなものとなる。

2.2.2　外国立法による調査及び執行の妨害
　国家主権の主要な特徴の一つは，領土内での強制力の独占を国家に付与することである。したがっ
て，国家は，自国内で外国当局が決定を実施しようと試みることに反対する。多くの国，とりわけ市民
法の伝統を有する国においては，そのような試みは，政府あるいは司法当局が関与するか承認しない限
り，重大な主権侵害であると認識されるであろう216）。多くの政府が，外国の開示手続や決定の自国内
での執行を容認できないとの立場をとる。従って，そのうちのいくつかの国が，外国の反トラスト法の
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域外適用を阻止する法律を成立させたとしても驚くには値しない。

ａ） 対抗立法の規定
　いくつかのタイプの立法は，外国での決定や文書要求の執行を妨げるものとなっている。歴史的にみ
て，初期のものは秘密法であり，銀行秘密法のように，およそ反トラストの紛争とは関連性を有せず，
外国の競争政策を妨げることを直接の目的としたものではなかった。より興味をひくのは，比較的最近
の対抗立法であり，それらは，反トラスト法を適用しようとする米国に対する一つの直接的な回答であ
った。最初のものは，1947年初頭に，カナダ連邦の一つによって制定された217）。これは，カナダ国際ペ
ーパー事件218）での米国の情報要求を契機とするものであった。実際，一般的に適用されるこれら対抗
立法の多くは，1970年代，あるいは，1980年代初頭に採択された。繰り返すが，これらは米国反トラス
ト法の域外適用の直接的な結果，とりわけ，ウラニウム訴訟，あるいは，北大西洋海運事件219）の結果
として生じたものである。オーストラリアの例が，特に多くを物語っている。すなわち，1976年には，
オーストラリアに所在する文書を見つけ出そうとする米国の裁判所の試みに対して，オーストラリア政
府は，最初に一定の証拠の持ち出しを禁止する外国手続法を制定した。これは，米国の裁判所が上記の
ような判決を下すや否や，その執行を禁止する外国反トラスト裁判法によって完成するに至った。フラ
ンスもまた，一般的な対抗立法220）を持っている。英国221），カナダ222）も同様である。実際，20以上の
国が自国内での外国による開示手続を妨げる立法を有している223）。
　これら立法の内容は，国によって異なる。例えば，フランスの立法は，情報要求の問題のみに関心を
示している。この法律は，フランス人が，外国の公的な機関に対して，経済的，財政的，あるいは技術
的な性格の情報を伝達することを禁止すると規定している224）。この法律はまた，外国の訴訟当事者，
あるいは執行官がフランスの会社に対して情報開示の要求を出すことは，刑事上の犯罪であるとする225）。
このことは，フランスにおいて調査をしたり，あるいは法律を執行するいかなる外国人も，原則的には
訴追され得ることを意味する。
　他の対抗立法は，より広い適用範囲を有している。その最もよい例が，英国の貿易利益保護法である226）。
これは情報の開示手続に関しては，フランスよりも柔軟である。すなわち，外国当局への情報提供をす
べきか否かを決定するのは国務長官の判断による。そして，国務長官はいくつかの判断基準を考慮しな
ければならない。つまり，要求に従うことが英国の主権あるいは利益を侵害する場合，情報提供の命令
が民事あるいは刑事の手続の目的以外でなされた場合（公判前調査，あるいは行政調査の場合，問題を
生じさせる），要求された文書が明確に特定されていない場合（秘密情報を見つけ出そうとするような
要求），情報提供は許されない。この法律は，英国の裁判所において，英国の被告に対する数倍額賠償
を求める外国判決の執行を禁止し，英国の被告に，英国の裁判所において，外国判決が求める数倍額賠
償の「懲罰的」部分の回復を認める点で，フランスの法律よりも進んでいる。
　オーストラリアとカナダの法律も基本的に同様の規定を有している。

ｂ）対抗立法の影響
　対抗立法はどれも同じ想定に基づくものである。すなわち，自国の事業者が外国の競争当局，あるい
は裁判所に文書を提出することを禁止することで，裁判所等がこの禁止に対して相応の敬意を払うこ
と，そして，外国強制の抗弁を適用して，執行命令を破棄することが期待されているのである。
　これら対抗立法は，いくつかの事例にかかわった。そのうち最も重要なものは，おそらく，レイカー
航空事件227）であろう。この航空会社は，米国の裁判所において略奪的行為を理由に，ブリティッシュ
航空とブリティッシュ・カレドニアン航空に対して提訴した。その結果，国務長官が貿易利益保護法に
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基づき，英国の航空会社が当該訴訟において文書提出を求める外国の命令に従うことを禁止する命令を
出した。この事件は，英国の控訴院が，英国の事業者は，必要な書類を提出できなければ米国の裁判に
おいて自らを防御することはできない，という理由でレイカー社に米国の裁判所での手続を止めるよう
に命じる差止命令を出したことで，さらに複雑なものとなった228）。レイカー社は，残りの被告が英国
の差止命令を求めることを妨げるため，米国の裁判所において，差止命令による救済を要求し，これを
得ることで対抗した229）。この事件は，多くの点で例外的なものである。私訴であったことが，紛争の
悪化をもたらした。対抗立法は，政府訴訟においては，ほとんど使われない。例えば1984年には，FTC
の高官は，自分たちの外国での開示手続の努力は公式には阻止されたことはなかったと述べることがで
きた230）。しかしながら，実際には，対抗立法の脅威が FTCに撤回を余儀なくさせた事例が存在する。
例えば，FTCが英国会社ピルキントン社の取締役から，米国子会社の一社と日本板硝子231）との間の取
り決めに関連して，口頭による証言を録取しようとしたとき，英国政府が強く抗議し，ピルキントン社
は，取締役を出頭させようとする FTCの要請に応じなかったのである232）。
　実際，米国の裁判所は，外国の対抗立法に対して，あまり好意的でない。特に，米国の裁判所での訴
訟を阻止することを直接的な目的としている場合にはそうである233）。そして，米国の裁判所は，多く
の事例において，外国強制の抗弁を受け入れることを拒否してきた234）。このような好ましい判例法が
あるにもかかわらず，米国競争当局は，対抗立法は，とりわけ関係する外国政府に要求や命令を出すこ
とができない場合には障害となり得ると認識している235）。さらには，米国の競争当局は，二国間協力
が重要であると確信している。

　競争法の域外適用は，国内市場に影響を及ぼす外国の反競争的行為に取り組むのに，必要ではある
が，限界のある措置である。単独に域外適用を行うことの欠点は，非常に明確である。すなわち，単独
の域外適用は，管轄権の衝突や政治的な衝突を生じさせる原因となり，外国に所在する関連情報を入手
すること，外国人に管轄権を主張することの難しさのために阻害され，そして，外国への輸出を阻害す
る行為の改善措置としては，全く不適切な方法である。その限界は，現在では，多くの国がこの方法を
用いてきたことで益々明らかになった。すなわち，決定や情報要求を外国で執行することは，DOJや
FTC，欧州委員会のような手段や影響力を有しない諸国の競争当局にとって，やりにくい方法である。
さらに，外国の競争制限的行為に対して異なる国内法を同時に適用することは，とりわけ，企業結合規
制の分野において，非常に複雑な規制環境を生み出すことになる。
　これらが，二国間協力協定が取り組まなければならない域外適用の限界なのである。
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